
第 3 章

1 節

1 施策

４　経費の区分 ５　事務事業の分類 ６　受益者負担

概要

　年度～　 年度

１２ １３

８　評価指標…事業の目的達成度を計るための指標 15,16年度は目標値

13110

管理担当部課名 保育

電話 042-769-8341

事務事業名 施設維持管理費

記入年月日 平成15年3月17日

決　　算 決　　算 決　　算

〔金額単位：千円〕

平成１６年度

99 100 96 99 99

成果指標

事業開始年度

１ 総合計画における位置づけ

政  策  名 子どもが健やかに育つ環境づくりを進めます

　公立保育所に入所する児童を安全で衛生的な保育環境の中で保育するため、必要な施
設の維持管理を実施する。

対象
数

（３）平成1４年度事業の内容…市が実際に行った事業の内容

　公立保育所

86,292

210

92,943

93,153 86,502

210

90,77190,994

１８園

子育て環境づくりの推進

保育環境の整備・充実

（１）事業の目的…何をどのように（どのような状態に）したいのか

３　事務の区分

基本施策名

施  策  名

第

第

事業コード

特　定　財　源

決算（予算）額

人員・時間数
人　件　費

事
　
業
　
費 合　　計

その他経費

89,736

〔様式　１〕

９ 事業費等の年度別状況

活動指標

平成1２年度

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
７ 事業概要

事 務 事 業 評 価 表

平成１５年度

17

平成1３年度

児童福祉法第２４条
相模原市保育所における保育の実施に関する条例

年度

対　象　数 18 18 18

指標名 指標式 指標設定の意図

予算執行率 各年度の決算額／執行額 予算の執行状況を図ること
で、施設維持管理上の適正な
予算積算や維持管理計画を
行っているかを表す。

210

平成1４年度 平成１５年度
予　　算 予算（見込み）

210

90,561

210

89,526 90,784

18

5,088.4対象の単位あたり経費 4,985.3 5,055.2 5,042.8 5,175.2

（４）個別計画の概要

計画名

計画年次

・公立保育所１８園の維持管理　　９０,５６１千円
　需用費（燃料費）　　１０，６３０千円
　需用費（光熱水費）　４４，４３６千円
　役務費　　　　　　　　２，７９８千円
　委託料　　　　　　　２２，０８８千円
　使用料及び賃借料　　１０，５３３千円
　備品購入費　　　　　　　　７６千円

指標の推移（年度）
１６１４ １５

１～１１までは、担当課による評価

Ⅰ

法定受託事務 義務的経費 国庫補助事業（県市協調事業） あり

保健福祉部 課 係

63以前



高 中 低

高 中 低

高 中 低

削減額 千円

2

廃     止

完了・廃止済

１２　二次評価コメント

　本事業は、児童の保育に必要な保育所の維持管理を行うものであり、入所児童や職員
の安全面・衛生面に十分な配慮を行うためにも継続が必要である。
　従来から費用対効果の意識を持ち、業務委託内容の精査等を心掛けているため、これ
以上の金額的な削減をしていくことについては難しい面もあるが、今後も引き続き検討
していく。

見　直　し

評 価

1

ない

10　個別評価

評 価

（２）必要性

（１）達成度

ある

説明

総合評価に関する説明

★ ★ ★ ★ ☆

Ｂ：一部公平でない

説明：

他自治体の類似事業との比較

　施設の総合管理発注等を実施することによ
り、成果を向上する余地は微弱ながらある。

１１　総合評価

  

評 価

（５）公平性

2

今後の進め方

手段

 施設総合管理契約の締結、清掃系業務の一括発注等
により入札等を実施する。

落札率による

継　    続

・成果指標の達成度

・活動指標の達成度

・事業目標の達成度

・他市と比べてコストや効率性が優れている

・他の類似事例と比べてコストや効率性が優れている

・同一対象者に対して同種のサービスが重複していない

説明

チェック
項目Ｃ：改善の余地がある

　施設そのものの建設年度が異なるため、１園あたりの維持管理経費は同一ではな
いが、係る経費に対する効果は公平である。

Ｂ：一部有効でない

Ａ：適応している

Ａ：公平である

Ａ：優れている

Ｂ：一部改善の余地がある

・対象者の設定は適切である（年齢や所得等を考慮している）

・予算や人員に見合った効果が得られている

　限られた市財政予算の中で、削減目標に従い（維持管理費10％減等）事業実施
しているため、効率性は優れいている。

・対象者と非対象者との不公平・不均衡は、妥当な範囲である

・受益者の費用負担は適正である

Ｃ：有効ではない
説明
　施設の維持管理を実施、推進していくことは、安全で衛生的な保育環境の整備・
充実につながる。

　施設の維持管理については、設置者である市が事業を行なう必要がある。説明

・上位の施策、計画目的達成のために有効であるチェック項
目 ・期待された成果が得られている

・市民や社会のニーズにかなっている

・状況の変化（対象や内容）に対応している

・当初設定した事業目的が達成されていない

・国、県、民間、市民との役割分担から見て、市が事業を行う必要がある

チェック
項目

評　価
チェック項
目

成果向上の余地

（３）有効性

評 価

（４）効率性

評　価

チェック
項目

Ｃ：公平でない

Ａ：有効である

Ａ：達成している

Ｂ：一部達成していない

Ｃ：達成していない

事業費削減のために取り得る手段と削減額

Ｂ：一部適応していない

Ｃ：適応していない

説明
　活動指標の達成度においては、例年99％前後と概ね達成しており、計画した施設維持管
理について滞りなく業務執行が行え、事業目標の達成度は高いと思われる。

AA

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ


	事業評価表 (表)

